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は じ め に
現在，古墳は考古資料としてだけでなく，行政的には文化財という国民の財産として文化
財保護法や地方自治体条例で指定史跡など記念物として，あるいは埋蔵文化財として保存措
置がとられている。一方で陵墓という皇室の私的財産として宮内庁の管轄下のもと「文化財
と違う次元の，御霊のやどる聖域｣1) として措置がとられているのが現状である。
近代における古墳に対する行政措置は，前代から続く陵墓の治定作業に端を発するもので
あった。近代天皇制国家体制確立の根本に関わる歴代陵墓の調査，治定と整備，祭祀などを
行う陵墓行政の中で，古墳保存の行政がなされた。その根底は，古墳が考古学の研究対象で
も現代で言う文化遺産としての文化財でもなく，天皇家を含む遠祖の墓として或いは民間信
仰や名所，旧蹟の対象として存在した。
古墳は陵墓に治定された陵墓古墳（陵墓参考地を含める）とそれ以外の古墳とが存在する。
陵墓古墳以外では宮内省から「陵墓ノ徴証ヲ認メス」と判断された非陵墓古墳，どちらとも
判断されていない未選別古墳とが行政上存在する。この未選別の古墳の中から未定陵墓を選
別するために，古墳の保存に関する行政措置が執られたのである。それが，明治政府におい
て神祇省2)から引き続き陵墓行政を主担した教部省教部大輔宍戸磯から太政大臣三条実美宛
に「古墳墓保存之儀ニ付伺｣3) が起案されて布達された1874年（明治７）の太政官達第59号4)
である。また，1879年（明治12）に内務省から陵墓行政を引き継いだ1880年（明治13）の宮
内省達5)である。そして，1897年（明治30）第10回帝国議会6)の貴族院で「功臣元勲碩学鴻
儒等ノ古墳墓保護」の建議が議決された。更に，1899年（明治32）第13回帝国議会7)で同じ
く貴族院から天皇陵古墳以外の皇后皇子皇孫の可能性ある古墳を保護するように「古墳墓保
護」の建議が出された。この建議に対応するかのように1901年（明治34）から，1874年（明
治７）の太政官達や1880年（明治13）の宮内省達による手続きを励行するように内務省訓令
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1）高木博志「陵墓の近代」『近代天皇制と古都』岩波書店 2006年
2）外池昇『天皇陵の近代史』吉川弘文館 2000年１月 184ページ 表18
3)『公文録』1874年（明治７）４月27日 国立公文書館
4）法令全書「古墳発見ノ節届出方」太政官達第59号 1874年（明治７）５月２日
5）法令全書「人民私有地内古墳発見ノ節届出方 宮内省達乙第３号」1880年（明治13）11月15日
6)「第10回議会上 明治二九年」『帝国議会 貴族院議事速記録12』東京大学出版会
7)「第13回議会上 明治三一年」『帝国議会 貴族院議事速記録14』東京大学出版会
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や内務省警保局からの通牒が出されるに至った。
そのようななか，民間において1900年（明治33）に「歴朝聖皇の皇居山陵，王公名士の墳
墓遺跡等｣8) の保存顕彰を目的に公爵九条道孝，伯爵土方久元を中心に帝国古蹟調査会が設
立された。また1911年（明治44）には史蹟史樹保存茶話会から発展した徳川頼倫を会長とす
る史蹟名勝天然紀念物保存協会9)が設立された。この会は，史跡名勝天然記念物の普及啓発
を進めるとともに，史蹟名勝天然紀念物保存法10)の制定とその後の同法による行政に大きな
影響力をもった。
1911年（明治44)，時の第27回帝国議会11)に史蹟名勝天然紀念物保存協会の会長であった
徳川頼倫を中心に提出された「史蹟名勝天然紀念物保存儀」が建議され可決されるとそれに
応えるように，内務省の訓令あるいは大臣訓示のなかで，史蹟の保存が示された。1919（大
正８）年には史蹟名勝天然紀念物保存法が施行され，このことにより，いわゆる非陵墓古墳
や未選別古墳の中で大型の古墳や壁画等がえがかれた古墳は史蹟として指定され保存されて
いった。これ以後，宮内省による陵墓行政としての古墳保護と内務省による史蹟行政による
古墳保護との二面行政が実施されるに至った。しかし，古墳の発掘，遺物の収蔵等における
行政システム上の宮内省優位は歴然としていた。
つまり，近代天皇制国家において古墳に対する陵墓行政は『万世一系の天皇』を頂く国家
体制を強力に補完するものであり，史蹟行政では「国民性ヲ愈涵養シ之ニ由テ国光ヲ益発揚
セム｣12) として国民教化の媒体として重要な位置をしめるものである。
本稿では，この古墳の国家的管理を法令等の制定過程を明らかにし制度面から分析する。
今回，陵墓行政，史蹟行政の実態を示す資料として特に宮内庁書陵部に保管されている大
阪府庁文書の抄本を用いた。この文書は宮内省諸陵寮において1934年（昭和９）から1935年
（昭和10）にかけて書き写されたものである。現在の大阪府の公文書館にはこの時期の文書
が残されておらず，明治期，大正期の陵墓行政，古墳行政，史蹟行政を知る上で唯一の重要
な文書である。
第１節 研究略史
近代の古墳保存行政について従来の研究は，大きく二つのアプローチがみられる。一つは
近代史からの文化財研究13)，二つめは陵墓研究である。
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8)「発刊の辞」『帝国古蹟取調会〃報』第壱号 1900年（明治33）
9)「故徳川公爵保存事業年表」『史蹟名勝天然紀念物』１―５ 史蹟名勝天然紀念物保存協会 1926年
10）法律第44号 1919年（大正８）４月10日
11)「第27回議会上 明治四三年」『帝国議会 貴族院議事速記録27』東京大学出版会
12)「常務委員法学博士井上友一君逝去弔辞」『史蹟名勝天然紀念物』３巻６号 史蹟名勝天然紀念物保
存協会 1919年（大正８）
13)「文化財」の用語は，1950年の文化財保護法制定以後，定着してきた用語であり，それ以前におい
ての用語使用は適切ではないが，総体としての用語がないため文脈上使用する。
用語の研究については鈴木良「文化財の誕生」『歴史評論』No. 555 1996年７月号を参照
１．日本近代史からのアプローチ
1977年，鬼頭清明はその著書『日本都市論序説』14) の中で「文化財行政史ノート」と言う
章を設け，文化財行政にたずさわった経験者として，はじめて近代の文化財行政の総括を試
みている。その中で1868年（明治元）から1945年の第２次世界大戦の終結までを１(1868年
～1894年)，２(1895年～1930年)，３(1931年～1945年）に時期区分し，文化財行政の展開と
その背景を論じている。そして,「文化遺産が天皇制イデオロギーの宣伝のために使われた
道具としての歴史を示している」と結論づけている。そして，著者は，古墳，陵墓について
第１段階（1868年～1894年）の説明の中で「史蹟・古墳についていうと，明治初期にはそれ
ほど行政上問題されていない」と記している。しかし，陵墓については古墳が陵墓として比
定されたことによって，近代の考古学者，歴史学者の科学的対象から隔離されたと論じた。
鬼頭清明も在籍した奈良文化財研究所に所属していた田中琢は1982年「遺跡遺物に関する
保護原則｣15) を発表した。近代から現代（1970年代）にいたる保護行政史について，初期博
物館行政を進めた町田久成，近代の文化財保護制度の確立を推し進めた九鬼隆一，史蹟，遺
跡遺物の保存について理論的に影響を与えた黒板勝美を介して論じている。そして，近代に
おける史蹟名勝天然紀念物保存法の制定は「国家による歴史の選別保護顕彰にあった」とそ
の理由を断じた。
この，２人の先駆的な文化財行政の史的研究の後，1990年代から日本近代史研究において
近代国家形成における文化財問題が重要視されていった。1991年11月の『日本史研究』16) で
は「近代の文化財と歴史認識」と題して特集を組んでいる。その後，1998年には『歴史評
論』17) も「近代日本の文化財問題」と題して特集を組んだ。これら研究の中心は各特集で論
を展開した鈴木良，住友陽文，高木博志，羽賀祥二，山上豊などである。かれらは文化財問
題の歴史的意義づけを含め文化財に関する諸問題を研究した。
鈴木良は，2002年『文化財と近代日本』18) の中で「近代日本文化財問題研究の課題」と題
して総括的に文化財問題の課題を抽出している。その課題として「御物」｢博覧会」｢帝室博
物館」｢国宝，史蹟，名勝」｢陵墓」｢戦争・植民地支配と文化財」を提示している。そして
「近代日本の文化財は天皇家の尊厳の証明として，天皇家の財産として集積された」と述べ，
文化財問題と天皇制との関係を示唆した。
一方，高木博志は1997年の『近代天皇制の文化史的研究』19) において，天皇就任儀礼や宮
中の年中行事の研究とともに古器物・古社寺・名勝旧蹟・史蹟・天然記念物など所謂文化財
を通じて，近代天皇制形成論を論じた。そして，近代日本における文化財保護行政は，天皇
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14）鬼頭清明「文化財行政史ノート」『日本都市論序説』法政大学出版局 1977年
15）田中 琢「遺跡遺物に関する保護原則の確立過程」『考古学論考』平凡社 1982年
16)「特集 近代の文化財の歴史認識」『日本史研究』第351号 日本史研究会 1991年
17)「特集 近代日本の文化財問題」『歴史評論』No. 573 歴史科学協議会 1998年
18）鈴木良「近代日本文化財問題研究の課題」『文化財と近代日本』山川出版社 2002年
19）高木博志『近代天皇制の文化史的研究』校倉書房 1997年
制の文化的統合として具体化されたものであるとしている。
２．陵墓行政の研究
近代における陵墓行政の研究は，明治以降の陵墓治定の解明である。今井堯は1977年１月
の『歴史評論』20) で「明治以降陵墓決定の実態と特質」と題して,『陵墓録』『陵墓一覧』な
どの近代の行政資料や考古学的知見をもちいて，陵墓の治定過程を明らかにしている。その
中で，多くの考古学上重要な古墳が，陵墓として囲い込まれ現在まで古代史や地域史などの
科学的研究が阻害されていることを示唆している。
先の高木博志は，陵墓問題21)を取り上げるにあたり，陵墓は，秘匿されて国民から隔絶し
た皇室用財産であり，その他の古墳は史蹟名勝天然紀念物保存法制定以後公開された文化財
として存在し，両者は並列した状況であったとしている。その状況が，依然として現在まで
続いていることを示唆している。
また，外池昇は著書『幕末・明治期の陵墓』22) の中で「陵墓伝承と明治政府」の章をたて，
明治政府の陵墓施策について論じている。特に皇子・皇女墓の決定・管理については，従来
天皇陵の治定を中心としていた陵墓行政から，皇子・皇女墓だけでなく宮家や二世以下など
陵墓行政が拡大してゆく状況を解明している。そして，具体例としての地域における陵墓伝
承に対する政府や地方庁の対応をあげている。
地方史においても，近代特に明治期の陵墓・古墳の地域における関わりについて，中央か
らの行政措置との関連からの研究もされている。
山上豊は奈良県の見瀬丸山古墳をとりあげ，｢陵墓伝説地・参考地｣の治定について論を展
開している。この古墳は，天武持統天皇の治定をうけながら取消された。その後の政府によ
る古墳の取扱いについて奈良県行政文書の分析を通じて明らかにしている。
また，塩野博23)は埼玉県内の陵墓伝承を持つ古墳を取り上げ，明治時代前期における陵墓
伝承の調査が陵墓行政に影響を与えたかを論じている。特に，陵墓伝説地の内定にいたる宮
内省，埼玉県，所在地の樋遣川村との三者の行政的交渉を明らかにしている。
両論文とも，現在まで伝えられた地方庁の行政文書を分析することにより，陵墓に関して
地方庁と中央との行政措置の経緯を明らかにした。この陵墓問題を取り上げるにあたって，
かならず問題になるのが陵墓の公開である。これは，戦後一貫して研究者たちが宮内庁に対
して投げかけているものである。陵墓公開は遅々として進まないが，宮内庁書陵部の陵墓，
古墳に対する歴史的行政文書や行政資料の公開は情報公開の流れの中で最近進んできている。
これら陵墓を含め古墳の保存行政を研究する上では欠かせない資料である。
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20）今井堯「明治以降陵墓決定の実態と特質」『歴史評論』No. 321 歴史科学協議会 1977年
21）１に同じ
22）外池昇「陵墓伝承と明治政府」『幕末・明治期の陵墓』吉川弘文館 1997年
23）塩野 博「明治政府の古墳調査 埼玉県の「陵墓伝説地」をめぐって 」『埼玉県史研究』第
31号 埼玉県立文書館 1996年
第２節 古墳保存行政の形成期
近代の古墳保存行政の成立過程は，その法令施行の状況から大きく３期に分けることがで
きる。則ち，明治維新から日清戦争までは，顕宗天皇始め歴代天皇の未定十三陵の確定を主
とする陵墓行政が行なわれた古墳保存行政の形成期（1868年～1894年）である。次に日清戦
争から日露戦争までの期間は，陵墓以外の未選別古墳も含んでの保存行政の確立期（1895年
～1904年）とみることができる。日露戦争後から1919年（大正８）の史蹟名勝天然紀念物保
存法の制定までが，史蹟行政の展開による新たな古墳保存行政が加わる成立期（1905年～
1919年）に区分できよう。
１．最初の法令
古墳に対する行政措置は，明治政府による陵墓治定に伴ってはじまり，その対象は古代陵
墓を中心する。前代，特に「文久の修陵」で大半の天皇陵が決定されたが，まだ未冶定の天
皇陵が残されていた。その後,「文久の修陵」から約10年経過した明治維新後の1874年（明
治７）７月に明治政府による最初の陵墓冶定がなされた。それが，鹿児島県のいわゆる「日
向三代」神代御陵24)である。
明治政府による陵墓治定が前代での冶定と異なるのは，外池昇25)によれば「天皇・皇后以
外の皇族，つまり后妃・皇子・皇女らの皇族も含めるものに陵墓施策が拡大した」ことであ
る。前代の冶定の大部分が天皇陵に集中しているのに対し，対象を天皇・皇后以外に広げる
ことにより治定陵墓の量的拡大となった。それは，明治維新後の「万世一系」の天皇を頂点
とした近代国家形成において，天皇制イデオロギーの確立が第一義であり，そのバックボー
ンの一つである天皇系譜の体現の完成を目指したものである。
このことにより，治定すべき陵墓対象が必然的に増加し，考証作業量も増加することとな
った。つまり，陵墓として条件が整った墳墓を更に多くの古墳から選択抽出しければならな
かった。その為には，沖縄・北海道を除く全国各地の古墳の現状保存と情報収集の必要性が
生じた。そして，当時の陵墓を主管していた教部省26)は1874年（明治７）４月27日付で太政
大臣三条実美宛，教部大輔宍戸から「古墳墓保存之儀ニ付伺｣27) が提出され，同年５月２
日付で下記の太政官達28)（以下「太政官達第59号」と略す｡）が府県宛通達された。
第五十九号 府 県
上世以来後陵墓ノ所在未定ノ分即今取調中ニ付各管内荒蕪地開墾
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24）天津日高彦火瓊々杵尊の可愛山陵＝鹿児島県川内市宮内町
天津日高彦火火出見尊の高屋山上陵＝鹿児島県姶良郡溝辺町
天津日高彦波瀲鵜草葺不合尊の吾平山上陵＝鹿児島県肝属郡吾平町
25）２に同じ
26)「教部省諸陵事務ヲ掌ル」『第六類太政類典』国立公文書館
27）３に同じ
28）法令全書
ノ節口碑流伝ノ場所ハ勿論其他古墳ト相見ヘ候地ハ猥ニ発掘為致
間候若差向墾闢ノ地ニ有之分ハ絵図面相副教部省29)ヘ可伺出此旨
相達候事
太政大臣三条実美
ここで明らかなのは，未定陵墓確定の為の考証作業の必要性から，古墳の伝承地や古墳の
発掘を禁止している。これは決して古墳を文化財として保存しようとするためのものではな
く，未定陵墓の考証作業の妨げにならないための措置を地方庁に指示している。これに対し
地方庁は，古墳発見時の手続きの確認を行っている。たとえば，1878（明治11）年４月17日
に堺県令から「石棺露出ノ義ニ付伺｣30) が内務卿大久保利通宛に出されている。
当県下大和国第二大区三小区広瀬郡池（部）村31)山林字南谷元字千代ノ代ト唱ヘ候同村
吉村儀八所有地，伐木跡根取致居候処，数個ノ大石等有之ニ付，追々発掘候処，本月十
七日別紙粗図面ノ通，石棺露出ノ旨届出候。然ルニ是右様ノ類毎度有之，直ニ官員出
張如元埋立候処，一度露出候中ハ，必何歟古品物有之ヲ懸想致シ，終ニハ何時誰人ヲ不
知窃ニ発掘，鏡剱等ヲ捜奪候者往々有之。不然モ猶古来ヨリ御陵墓サエモ発掘候悪弊有
之。况乎無名之古墳墓ニ於ル多クハ，私有地等ニテ所詮取締行届候義ニ無之，就テハ向
後猾者ノ所業ハ度外ニ置，如従前埋立置可申哉，又器品有之候ハヽ，採収シテ後可及御
届哉，将来ノ義モ有之候間，相伺候也。
この伺いから，古墳の不時発見時に対する県の対応がわかる。二大区区長32)から図面添付
による届出がなされ，これを受けて県から職員が現地に派遣されている。出土品があればそ
れも含めて埋め戻し，古墳復旧がなされている。しかし，一度発見された場合，埋め戻しを
しても盗掘が横行し，陵墓さえも被害にあっていることがわかる。直接関係する堺県では，
古墳の多くは私有地にあるため取締が行き届かないが，従来どおり埋め戻してよいか，出土
品がある場合は県が保管してから届出をして良いかを伺っている。県としては盗掘の横行等
から，現地保存に苦慮し太政官達第59号に従った措置について，そのタイミング等について
内務省に確認している。
この伺いに対し内務省は下記のとおり堺県に指令している。
書面伺之通，尤古墳墓発掘ノ義ハ明治七年五月第五十九号公達ノ趣ニ照準シ厚注意可致
事。
但，私有地ニ属シ，且ツ口碑伝説等無之場所タリモ，石槨并古器物品発掘ハヽ，地名
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29）1872年（明治５）５月20日から1877年（明治10）１月11日まで陵墓事務を行う。
外池昇『天皇陵の近代史』吉川弘文館 2000年１月
30）山中永之佑「堺県公文録（九)｣『堺研究 第13号』堺市立中央図書館 1982年
この内務卿への伺の日付については，戸長からの届出経緯からみて４月17日以降，４月22日と推測さ
れる。
31）奈良県北葛城郡河合町
32)「第三二号広瀬郡池部村山林石棺発見届」『陵墓関係 大阪府廰文書 御陵墓願伺届 三』宮内庁書
陵部
及形状等ヲ詳記シ，絵図面相添，内務宮内両省へ可届出事。
右当省掌管ノ事件ニ付，及指令候事
明治十一年五月廿三日
指令によれば，太政官達第59号の届出対象は，官有地だけでなく私有地における古墳発見時
にも及ぶことを但し書きしている。この指令内容からみて内務省は，堺県が古墳発見後の煩
雑さから私有地内の措置については消極的と判断した可能性もある。
この間の陵墓行政の所轄官庁は明治２年（1869）年９月17日に神祇官に諸陵寮が置かれた
後，明治４年（1871）８月８日に神祇官が神祇省に組織替えされ，さらに明治５年（1872）
３月14日には神祇省から教部省と組織替えされている。この後，1874年（明治７）８月３
日33)には諸陵掛が置かれた。そしてこれ以後陵墓治定が加速する。この年だけで「日向三代」
神代御陵以後淳仁天皇陵と天皇陵以外44カ所34)の陵墓の治定が行われている。更に驚くべき
事に1875年（明治８）には175カ所の治定，1876年（明治９）に崇峻天皇陵を含め41カ所の
陵墓が治定されている。まさしく，教部省時代は陵墓の量的拡大がなされた。このため，こ
の時期決定された陵墓が後の宮内省時代に再考証され，取消しされたり改定されたりする例
が見られる。
1877年（明治10）１月11日に教部省の廃止に伴い事務は内務省に移った。内務省では，社
寺局の設置とともに陵墓事務を主管したが，翌1878年（明治11）２月８日には宮内省に移管
され，同年６月24日には陵墓地も所管替え35)が完了した。これ以後，陵墓は宮内省が管轄し，
高木博志が考察しているように「皇室の所有物として明確化し他からの介入を許さない体制
がつくられる｣36) ことになる。
移管後の宮内省は，さらに考証対象となる古墳の保全と情報収集の必要から古墳に対する
行政措置を強く進めていった。そして，1880年（明治13）11月15日に宮内省達乙第３号「人
民私有地内古墳等発見ノ節届出方」(以下「宮内省達乙第３号」と略す｡）が府県に通達され
た。
上世以来後陵墓ノ所在未定ノ分即今取調中ニ付云々ノ件去ル七年五月第五十九号ヲ以テ
公達ノ趣有之就テハ古墳ト相見候地ハ人民私有地タリトモ猥ニ発掘不致筈ニ候ヘトモ自
然風雨等ノ為メ石槨土器等露出シ又ハ開墾中不図古墳ニ掘当リ候様ノ次第有之候ハ口碑
流伝ノ有無ニ不拘凡テ詳細ナル絵図面ヲ製シ其地名並近傍ノ字等ヲモ取調当省へ可申此
旨相達候事
太政官達第59号では示されず，前述の堺県への指令の但し書きなどで手続きが示されてい
た私有地での古墳発掘の禁止と古墳の不時発見における宮内省への上申などの手続き等があ
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33）22に同じ
34）22に同じ P185～187 表19から表22の統計を参照
35)「第五十六款 山陵及御墓」『例規類纂』内務省地理局編輯 1884年（明治17）７月
36）高木博志「一八八〇年代，大和における文化財保護」『近代天皇制の文化史的研究』校倉書房
1997年
らためて示された。
宮内省は，遅々として進まない未定陵墓の治定作業に新たな施策を打ち出した。1882年
（明治15）８月８日に宮内省は上申37)して「他日考証トナルヘキ古墳ハ御陵墓見込地ト定メ
宮内省ノ所轄トナス」とした。陵墓として検討される可能性のある古墳は「陵墓見込地」と
して官有地であれば地種を組み替え，民有地で在れば買い上げて宮内省の所轄とするとした。
この時，上申によれば「猶其所有湮埋ニ属シ居候分御歴代ニ於イテハ顕宗天皇山陵始メ十三
陵，皇后以下ニ至テハ神武天皇皇后媛踏鞴五十鈴媛命御陵ヲ始メ実ニ夥敷事ニテ,」という
状況であった。そして，伊藤博文から明治政府の諸外国との条約改正の手段として「万世一
系の皇統を奉戴する帝国にして，歴代山陵の所在の未だ明らかならざるものあるが如きは，
外交上信を列国に失ふの甚だしきものなれば，速やかに之れを検覈し，以て国体の精華を内
外に発揚せざるべからず｣38) と意見が出された。この伊藤博文の意見により未治定の顕宗天
皇始め十三陵の本格的な確定作業が急速に進められ，治定の不確定な要素を含みながら1889
年（明治22）６月25日の崇峻天皇陵の改定，安徳天皇陵を定めて決定された39)。
これで，天皇陵はすべて（後に南朝長慶天皇の在位が認められ陵墓が決定される40)）治定
された。しかし，記録にもあらわれない古代の皇后以下皇子皇女皇孫等の陵墓に対する治定
作業は終わりが見えないものであり，考証対象となる未選別古墳に対する行政措置は続けら
れた。このため太政官達第59号と宮内省達乙第３号は終始近代における古墳行政の基本法令
として認識され，この後も文化財保護法が制定されるまでこの法令に基づいて行政措置がと
られた。
２．埋蔵物と古墳出土品
前述のように古墳そのものの取扱については, 太政官達第59号と宮内省達乙第３号によっ
て行政措置がとられた。一方，古墳からの出土遺物について，その帰属も含め行政措置を実
行するための法的な根拠が示されたのは，後述する1899年（明治32）の遺失物法41)の制定
と同年の内務省訓令「学術技芸若ハ考古ノ資料トナルヘキ埋蔵物取扱ニ関スル付訓令｣42) に
よってである。
それ以前においては，明治４年（1871）年５月23日の太政官布告「古器旧物保存方｣43) に
より地方官に提出を促している保全リストの分類品目に古墳出土品と考えられる曲玉，管玉
が古玉宝石ノ部に，古鏡が古鏡古鈴ノ部にあげられている。また，古墳出土品だけでなく他
の考古資料として石弩雷斧ノ部に雷斧，石剣，天狗ノ飯匙や古瓦ノ部で古瓦などもあげられ
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37)『公文類聚 第６編』1882年（明治15）国立公文書館
38)『明治天皇紀』1889年（明治22）６月３日条
39）19に同じ
40）1926年（大正15）10月21日に皇統加列の詔書，1944年（昭和19）２月11日嵯峨東陵を決定
41）法律第八七号 1899年（明治32）３月24日公布
42）内務省訓令第九八五号 1899年（明治32）10月26日
43）『太政類典』国立公文書館
ている。しかし，この太政官布告の古墳出土品やその他考古資料は，埋蔵物ではなく，すで
に発掘なり収集なりなされたものである。
実際の出土した時点での措置については，古墳出土品ではないが，たとえば明治４年
（1871）２月７日，菊間藩から「埋蔵物ヲ掘得ル者分配方其節ニ申請セシム」の伺いが弁官
宛に出されている。その埋蔵物の分配について「古器或ハ古金銭等ノ別ヲ論セス総テ堀得候
者ト地主へ中分給付シテ」と新律網領44)の雑犯律「得遺失物」の条により埋蔵物を地主と発
見者とで折半45)させることについて伺をたてている。
このような新律網領により簡単な埋蔵物の取扱は，規定されている。しかし，実質は個々
の案件にたいして地方庁が内務省への伺とそれに対する指令により埋蔵物の処置が行われて
いた。
そして1876年（明治９）４月19日太政官布告第56号で遺失物取扱規則が制定され，条文中
で埋蔵物（出土品）に関して法的根拠が示され，このことにより行政措置がとられるように
なった。
遺失物取扱規則は14条から構成され，この条文中第６条において埋蔵物に関して「凡官私
ノ地内ニ於テ埋蔵ノ物ヲ掘得ル者ハ，並ニ官ニ送リ，地主ト中分セシム」と規定している。
官有地，私有地にかかわらず発見の埋蔵物を役所に届出し，発見者と地主とで折半すること
があらためて明記された。この遺失物取扱規則の制定は，東洋的法体系による新律綱領及び
改定律例（若干の西欧的刑罰の導入）から西欧的法体系により近づこうとしたものである。
この遺失物に関するあらたな法的整備がなされたことにより，内務省博物局は，届出され
た埋蔵物を博物館で保存すべきであると1877年（明治10）５月14日に内務大臣宛「各地方於
テ発掘ノ古器博物館へ保存之儀ニ付伺｣46) を起案した。この起案を決裁した内務省は大蔵省
とも協議した結果，同年９月27日下記の太政官布達甲第20号が出された。
明治九年四月太政官第五拾六号ヲ以，遺失物取扱規則中第六条埋蔵物掘得ル者処分ノ儀
公布相成候処，右物品ノ中古ノ沿革ヲ徴スルモノモ有之候ニ付，処分前一応当省へ届出
検査ヲ受，其品ニヨリ相当代価ヲ以テ購求シ，官私中分ニ係ルモノハ其価格ノ半高ヲ発
掘人へ下附シ，該物品ハ永ク博物館へ陳列可致候条，此旨布達候事
但，物品ハ先ツ掘出地名及形状等ヲ詳記シ，及ヒ模写スルモノヲ郵送シ，其見込アル
モノニテ逓送方相達候後，本文ノ通可取計候事
明治十年九月廿七日 内務卿 大久保 利通
この布達により，埋蔵物が発見された場合は内務省への届出と,「古代の沿革を徴するも
の」は博物館が買上げ収蔵することとなった。この後，古墳からの出土品も含め埋蔵物につ
いての行政措置は博物館が行うことになり，1878年（明治11）２月までの一時期であるが，
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44）明治３年（1870）12月
45）新律綱領に「若シ官私ノ地内ニ於テ埋蔵ノ物ヲ掘得ル者ハ，並ニ官ニ送リ，地主ト中分セシム」と
ある。
46）東京国立博物館『東京国立博物館百年史』資料編 1973年
陵墓を含む古墳行政，埋蔵物行政は内務省が主管した。
1880年（明治13）になると，古墳行政を内務省から移管された宮内省は，宮内省達乙第３
号により，陵墓治定の考証作業をよりすすめるために古墳に関する届出を促した。これによ
り古墳そのものの発見などの把握が行われたが，さらに考証作業を進めるために古墳出土品
についてその権限を広げた。1881年（明治14）宮内省は博物館に収集される埋蔵物の中から
古墳出土品だけを選別し，他の遺跡出土品と明らかに取扱を区別しようとした。同年７月27
日宮内省は陵533号47)により当時博物館を主担していた農商務省に「古墳中ヨリ古器物発見
之際ハ宮内省へ照会ニ可及」と照会をかけ「別段差支之儀モ無之候」と回答を得た。宮内省
は照会文の中で「古墳ヨリ発見ノ器物中，御陵墓取調ノ考証トナルヘキモノハ，一二品ツゝ
選抜シ，当省ヘ備ヘ置申度」とその理由を示している。
この宮内省による埋蔵物行政への介入は，1886（明治19）年３月14日博物館の宮内省移管
により正当化される。そしてこれにより，埋蔵物行政は宮内省が主担することになり，全国
の埋蔵物の優品を収集することができるようになった。その目的は，前年の内閣制度発足に
より宮内大臣を閣外に置くなど皇室と政府との区別が明確化された中で，皇室財産の形成に
あった。1889年（明治22）５月16日には宮内省帝国博物館に改組され，博物館の性格が明ら
かになった。
古墳の出土品は，宮内省内部すなわち埋蔵物行政担当の博物館と古墳行政担当の諸陵寮と
の間でその取扱について定められた。同年６月９日に「発掘古器物所分手続ノ儀ニ付諸陵寮
ヘ御照会｣48) が博物館から諸陵寮へなされ「取扱手順」が取り決められた。この手順では宮
内省達乙第３号により届出された「古墳ヨリ発見ノ古器物」は「諸陵寮ニ於テ処分スル」こ
ととなった。つまり発見された古墳出土品については，諸陵寮にまず書面で届出されたのち
博物館に回議され，二者で協議してから処理されることになった。
これにより，この後宮内省は埋蔵物として届出られた古墳からの出土品の中から優品を皇
室財産として収奪するとともに，陵墓考証資料も手中におさめることができるようになった。
３．宮崎県の古墳古物取締規則
一方，地方庁においては，古墳と古墳出土品に対する法令が布達され，管内での事象に対
し行政措置を行っているが，積極的に地方庁において法令施行までは至っていない。そのよ
うな明治前期の中で地方庁において先駆的な法令が施行されている。それは，神話の里高千
穂や西都原古墳群を有する肇国の地である宮崎県が制定した古墳古物取締規則である。
この規則は，1892年（明治25）11月７日に宮崎県令第62号49)として制定され，４条から構
成されている。
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47）46に同じ
48）46に同じ
49）1889年（明治22）11月７日に宮崎県令第62号
第一条 官民ノ地内ニ於テ左ノ箇所ノ開堀若クハ埋立ヲ為シ又ハ其箇所ニ在ル竹木ノ類
ヲ伐ラントスル者ハ予シメ其事由，地名，現況及近傍ノ模様ヲ記シ図面ヲ添ヘテ知事
ニ伺出シ可シ
但本文ト仝キ箇所ニ付他ノ成規ニヨリ許可ヲ受クヘキモノハ仝時ニ本文ノ書類ヲ差
出ス可シ
一古墳又ハ古墳ト見ユル所 二由緒又ハ古キ言ヒ伝ヘアル所
第二条 官民ノ地内ニ於テ開堀若シクハ埋立ヲ為シ又ハ其箇所ニ在ル竹木ノ類ヲ伐ルニ
当リ第一条ノ箇所ヲ見出シタル者ハ先其工事ヲ止メテ第一条ノ手続キヲ為ス可シ
第三条 官民ノ地内ニ於テ左ノ物品（遺失物ヲ除ク）ヲ見出シ又ハ堀出シタル者ハ三日
以内ニ其事由地名及其地ノ模様ヲ述ヘ実物ヲ添ヘテ所轄警察官ニ届出ツ可シ
一昔ノ遺物又ハ遺物ト認ムル物 二古キ図書画ノ類
第四条 本則ニ違反シタルモノハ三十日未満ノ拘留又ハ貳拾円未満ノ科料ニ処ス
この規則は，第一条で古墳だけでなく現在の史蹟に相当する場所の開発の事前届出制をと
っている。第二条では開発においての不時発見時における手続きをあげ，届出が済むまで工
事中止を掲げている。第三条では出土遺物だけでなく典籍，美術品も対象とし，埋蔵物の取
扱方法を示している。さらに注目されるのは第４条で罰則規定を設け，科料を科せている。
この条文構成から地方庁に令された宮内省達乙第３号及び遺失物取扱規則を宮崎県は上位法
としてとらえ，県内での手続き手順を定めたものと考えられる。
この制定主旨について同年同日に県内郡役所・警察署・警察分署・町村役場に対して次の
訓令50)が出された。
本県ハ古代ノ遺跡遺物ノ類多ク地理上歴史上共ニ我カ国体ニ著シキ関係ヲ有スルヲ以テ
之ヲ保存スルハ最モ必要ノコトヽス然ルニ従来道路又ハ水路ヲ開鑿シ山野荒無地ヲ開拓
シ又ハ鉱物ヲ採掘スル等ノ際古墳又ハ古物ヲ発見シ或ハ予メ之ヲ認知シナカラ古物ヲ得
ルノ目的ヲ以テ之ヲ開堀スルモノ等ナキニアラサリシモ其保存ノ法充分ナラサルモノ多
ク為ニ地理上歴史上ノ考証ヲ失フモニナラス旧蹟古物ノ廃亡ヲ免レサルコト少カラス是
レ今般県令第六十二号古墳古物取締規則ヲ発シタル所似ナリ依リテ篤ク此ノ旨趣ヲ体認
シ心得違ノ者無之様注意致スヘシ而シテ若シ発見ノ古物等ニシテ当庁ニ於テ保存スルコ
トヲ欲スル者アレハ之ヲ聞届クルコトアルヘキニ付便宜寄附セシメ候様取計フヘシ
内容的には，宮崎県の神話的伝承によるによる皇祖発祥地としての国史的位置づけと西都
原古墳群や新田原古墳群に代表される200基から300基以上の古墳群の存在が背景となって，
この規則が制定されたことが推測される。そして，歴史的背景から古代の遺跡遺物の保存の
必要性を訴え，開発や盗掘目的の発掘は「地理上歴史上ノ考証ヲ失フ」としている。
この「古代ノ遺跡遺物ノ類多ク地理上歴史上共ニ我カ国体ニ著シキ関係ヲ有スル」思想は，
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50）宮崎県訓令第141号 1892年（明治25）11月７日
宮崎県で受け継がれて行き，1912年（大正元）から実施された宮崎県主催による西都原古墳
群の学術発掘調査へとつながってゆく。この調査を発案して実行した知事有吉忠一は「古墳
保存ニ関スル訓令｣51) を布達し，訓令の最後に関係部局に対し「深ク県令ノ趣旨ヲ貫徹シ，
保存上必ス遺策ナキヲ努ムベシ」といましめている。
宮崎県の古墳古物取締規則は，日本で最初の地方庁による古墳，旧蹟，古物（埋蔵物）に
関する法令である。内容的には，地方庁が中央各省の行政集約的執行機関であることを差し
引いても画期的なものである。各地方庁が古墳，旧蹟などの保護を目的とした法令を制定し
はじめるのは，やはり1910年代から1920年代であることからも，この県令は先駆的であるこ
とがうかがえる。
第３節 古墳保存行政の確立期
１．古墳発掘手続きの履行
第１節で述べたように太政官達第59号及び宮内省達乙第３号の布告以降，古墳の発掘に関
しての新たな行政措置はとられなかった。一方，出土品に関しては，埋蔵物行政の中で，宮
内省による優先的な古墳出土品収集の途が開かれた。しかし，古墳行政や埋蔵物行政におけ
る行政的な手続き方法などの整備は行れなかった。この整備が行れたのは，日清戦後から日
露開戦までの間で，内務省訓令などにより手続き方法や履行がうながされた古墳保存行政の
確立期である。
日清・日露戦争以後，国内産業は活況を呈し，鉄道路線の拡張，道路網の整備がおこなわ
れ地域社会が変貌していった。日清戦争では，戦時体制から国内輸送の整備にともない日露
戦争開戦前には2.5倍の鉄道路線の拡張，道路網の整備がおこなわれた。また，戦後の賠償
金による軍備拡張は国内産業を活気付け，耕地整理や商業的農業のための入会地の開墾など
地域開発が盛んに行われた。これら開発に伴う古墳の破壊など発掘が急増し，埋蔵物の発見
が増加したであろうことは想像できる。
この状況下で，改めて行政手続きの履行を促すために，1901年（明治34）５月３日に内務
省総務局地理課長及び内務省警保局長名で庁府県長官宛「古墳発掘手続ノ件依命通牒｣52) (以
下「明治34年内務省訓令」と略す｡）が以下の内容で出されている。
古墳又ハ古墳ト認ムベキ個所ヲ発掘セントスルモノアルトキハ其土地ノ官民有ニ拘ラズ
予メ詳細ノ図面ヲ添ヘ宮内省ヘ打合可相成右ハ明治七年太政官達第五十九号明治十三年
宮内省達乙第三号ノ趣モ有之候ニ付依命念及通牒候也
内務省の地方，警察行政の面から，官有地，民有地に拘わらず太政官達第59号や宮内省達
乙第３号による宮内省への発掘手続を履行するよう地方庁に対して通牒した内容である。
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51）斉藤忠「西都原古墳群調査報告書の学史上の意義」『宮崎県西都原古墳調査報告書』
西都市教育委員会 1983年（昭和58）
52）内甲第17号 1901年（明治34）５月３日 内務省総務局地理課長大谷靖，内務省警保局長田中貴道
庁府県長官宛７
さらに，考古学の発展に伴う学術発掘について，宮内省から文部省への申し入れにより,
「人類学研究等ノ為メ自然古墳発掘ノ必要アル場合」においては宮内省へ照会するように，
文部省から東京，京都の両帝国大学に通牒53)されている。これに関連して地方庁を通しての
両大学の発掘手続きについては，必要なしと内務省54)から通牒されている。
これら訓令や通牒以外に1908年（明治41）に「埋蔵物発掘ニ際シ東京帝国大學職員携帯帰
學ノ件訓令｣55) が内務省より地方庁に出されている。これは，東京帝国大学による所謂学術
発掘に伴う古墳関係の発掘，出土遺物の手続きについて指示したものである。明治32年内務
省訓令による取扱に加え，出土遺物を「携帯帰学」する申し出があった場合は，宮内省に対
する事前の発掘同意の確認と詳細な出土遺物に関する報告を宮内省と内務省へ指示するもの
である。
このように，日清戦後の経済発展に伴う開発による古墳の発掘と学術研究の発展とともに
増加する帝国大学による学術発掘に伴う行政手続き方法が，内務省訓令によりこの時期に整
う。
２．遺失物法の制定と出土遺物
前節のように埋蔵物のうち古墳出土品の取扱いについては，宮内省内部すなわち埋蔵物行
政担当の博物館と古墳行政担当の諸陵寮との間でその取扱について定められた。結果，古墳
出土品は諸陵寮が主担することとなった。その後，憲法制定など法体系の整備が政府によっ
て進められ，1876年（明冶９）に制定された遺失物取扱規則にかわって1899年（明治32）３
月23日に遺失物法56)が施行された。
この新しくに制定された遺失物法の第13条と同年10月26日の庁府県長官宛の内務省訓令第
985号「学術技芸若ハ考古ノ資料トナルヘキ埋蔵物取扱ニ関スル付訓令」(以下「明治32年内
務省訓令」と略す｡）に基づいて埋蔵物とりわけ古墳出土品は措置された。遺失物法第13条
には埋蔵物について以下のとおり定められている。
第13条 埋蔵物ニ関シテハ第十条ヲ除クノ外法ノ規程ヲ準用ス。
学術技芸若ワ考古資料ニ供スヘキ埋蔵物ニシテ其ノ所有者知レサルトキハ其ノ所有権
ハ国庫ニ帰属スコノ場合ニオイテハ国庫ハ埋蔵物ノ発見者及埋蔵物ヲ発見シタル土地
ノ所有者ニ通知シ其価格ニ相当スル金額ヲ給スヘシ。
埋蔵物ノ発見者ト埋蔵物ヲ発見シタル土地ノ所有者ト異ルトキハ前項ノ金額ヲ折半シ
テ之ヲ給スベシ。
本条ノ金額ニ不服アル者ハ第ニ項ノ通知ノ日ヨリ六箇月内ニ民事訴訟ヲ提起スルコト
ヲ得。
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53）文部省専甲410号 1901年（明治34）４月22日
54）内務省地第1339号 1901年（明治34）11月４日
55）内務省訓令第655号 警保局長より庁府県長官宛 1908年（明治41）８月
56）法律第87号 1899年（明治32）３月24日
このように遺失物法では，学術技芸もしくは考古資料について，所有者が不明の場合，国庫
に属し発見者，土地所有者に代価を払うとされている。この国庫に帰属する部分は，文化財
保護法が1999年（平成11）に改正され，都道府県に帰属するとされるまで変わらなかった57)。
また，その手続きを示した明治32年内務省訓令は以下の通りである。
遺失物法第十三條ニ依リ學術技藝若ハ考古ノ資料ト為ルベキ埋蔵物ヲ発見シタルトキハ
其ノ品質形状発掘ノ年月日場所及口碑等徴證トナルベキ事項ヲ詳記シ模冩圖ヲ添ヘ左ノ
区別ニ従ヒ之ヲ通知スエシ
一．古墳関係品其ノ他学術技藝若ハ考古ノ資料トナルベキモノハ宮内省
一．石器時代遺物ハ東京帝国大學
宮内省又ハ東京帝国大學ヨリ前項埋蔵物送付ノ通知ヲ受ケタル時ハ假領収證書ヲ徴シ物
件ノ毀損セサル様装置シテ之ヲ送付スエシ
宮内省又ハ東京帝国大學ヨリ貯蔵ノ必要アル旨通知ヲ受ケタル埋蔵物ニシテ公告後法定
ノ期間ヲ経過シ所有者発見セズ所有権国庫ニ帰属シタルトキハ其ノ宮内庁ニ係ルモノハ
相当代価ヲ以テ同省ニ譲渡シ東京帝国大學ニ係ルモノハ同学ヒ保管転換ノ手続ヲ為シ当
省ヘ報告スベシ
宮内省又ハ東京帝国大學ヨリ貯蔵ノ必要ナキ旨通知ヲ受ケタル埋蔵物ハ學術技藝若ハ考
古ノ資料ニ供スベキ物件ノ取扱ヲ為サズ法定期間経過後発見者ニ交付スル等便宜ノ処分
ヲ為スベシ。
明治32年内務省訓令は，地方庁に対して遺失物法第13条の規定を運用するための具体的な
手続き規定している。埋蔵物を発見した時は，品質・形状・発掘ノ年月日・場所・口碑等を
記載して古墳関係品その他学術技芸若しくは考古の資料となるものは宮内省に通知すること
となっている。また，石器時代の出土品は東京帝国大学に通知し，宮内省及び東京帝国大学
それぞれの指示に従って埋蔵物を送致するとされている。すなわち，石器時代の出土遺物以
外は，宮内省が主担することを，内務省は地方庁に対する訓令により明確に示した。
さらに，貯蔵の必要なものと通知されたものについては，一定の手続き後，国庫に帰属し
たものについて，宮内省に係るものは有償にて同省に譲渡し，東京帝国大学に係るものは同
大学に保管手続きをして内務省に報告することとされている。また，貯蔵の必要がないもの
と通知された場合は，発見者に交付するなど処分することが訓令されている。
この「貯蔵ノ必要」と決定されたものは，遺失物法第13条により公告後所有者が判明しな
い場合は国庫に帰属し，代価が発見者と土地所有者に折半して支払われることになる。そし
て国庫に帰属した埋蔵物は「宮内省ニ係ルモノハ相当代価ヲ以テ同省ニ譲渡」となる。しか
し，古墳からの出土品が「貯蔵ノ必要」として発見者あるいは地方庁から宮内省に直接送致
された場合は，国庫の権利者への代価支出行為はなく宮内省への譲渡は無償となる。その根
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57）文化庁『文化財保護法五十年史』 2001年（平成13）８月１日
拠は，1901年（明治34）11月21日内甲第26号58)により「宮内省ヘ譲渡スル場合ニ於ケル譲渡
價格ハ該物件ニ関シ国庫ニ於テ支出シタル金額ト為ス」と通牒されているからである。つま
り，国庫から支払われるべき権利者への代価費用は，譲渡を受けた宮内省の予算（帝室博物
館の列品費)59) から権利者への譲受金として執行される。ちなみに，この国庫から宮内省の
みの限定された譲渡（明治32年内務省訓令）については，契約事務上は随意契約する必要が
ある。しかし，会計法60)第24条で随意契約できる金額は第８項により200円以下の動産を売
り払う時である。埋蔵物の譲渡価格は，その事象が起きて実物を監査してからでないかぎり
価格は判明しない。このため，価格が判明しない以上，200円を超えることもありうること
から，会計法上では，宮内省との随意契約は不可能であった。つまり，皇室財産となるべき
古墳出土品の収集が困難となる。そこで，宮内省への譲渡の事務手続きが確実に行われるよ
うに「遺失物法第十三条第二項ニ依リ国庫ニ帰属シタル埋蔵物ヲ宮内省ニ譲渡スルトキハ随
意契約ニ依ルコトヲ得」の内容の勅令第424号61)が発せられた。このことにより，宮内省は，
会計法の規定に縛られず随意契約により国庫に帰属した出土品を収集することができた。
また，宮内省，東京帝国大学が保管の必要なしとされた遺物を地方庁が参考のために保存
する場合について，1901年（明治34）に内務省が「埋蔵物中参考トシテ庁府県ニ保存スル場
合ニ於ケル取扱方ニ関スル訓令」を次のように庁府県長官宛に発している。
遺失物法第13条ニ依ル学術技芸若ハ考古ノ資料ニ供スベキ埋蔵物取扱ニ関シテ三十二年
十月訓第九八五号ヲ以テ訓令及置候所宮内省又ハ帝国大學ニ於テ保管ノ必要ナシト認メ
タル物件ニシテ地方長官ニ於テ教育其他ノ参考トシテ保存ヲ要スト認メタルトキハ内務
大臣ニ報告シ遺失物法第十三条第二項ニ依リ取扱ヒ庁府県ニ於テ保管スルルハ差支無之
候而シテ発見者又ハ発見シタル土地所有者ニ給付スル相当代価ハ国庫費用遺失物収得費
ノ目ヨリ支出スベシ
この訓令では，保存する場合の内務大臣宛の報告と国庫帰属に伴う地方庁における代価の
支払に関する会計処理の方法を指定している。また，この訓令を受けて同日に内務省警保局
長から「埋蔵物中参考トシテ庁府県ニ保存スル場合ニ於ケル取扱ノ件依命通牒」が以下のと
おり庁府県長官宛にだされた。
遺失物法第13条ニ依リ取扱フベキ埋蔵物中宮内省又ハ帝国大學ニ於テ保管ノ必要ナシト
認メタル物件ニシテ参考用トシテ庁府県ニ於テ保存スル場合ニ於ケル取扱方ニ関シ本日
制度としての近代古墳保存行政の成立 169
58）内務省総務局会計課長，内務省警保局長「遺失物法第13条に依る考古の資料等に供すべき物件宮内
省へ譲渡する場合に於ける処置の件（通牒)｣『内務省警保局長文書』1901年（明治34）11月21日 国
立公文書館蔵
59）東京国立博物館『東京国立博物館百年史』1973年３月 434頁
60）法律第４号 1889（明治22）２月11日。
第二十四条 法律勅令ヲ以テ定メタル場合ノ外政府ノ工事又ハ物件ノ売買賃借ハ総テ公告シテ競争
ニ付スヘシ但シ左ノ場合ニ於テハ競争ニ付セス随意ノ約定ニ依ルコトヲ得ヘシ
（中略）
第八 見積価格二百円ヲ超エサル動産ヲ売払フトキ
61）勅令第424号 1899年（明治32）11月４日｡「明冶32年11月４日内閣」『公文録』国立公文書館
訓令相成候所右ニ依リ庁府県ニ於テ保存セントスルトキハ可成予メ宮内省又ハ帝国大學
ヘ依頼シ其ノ適否ノ鑑別ヲ受ケ候上保存候事ニ御取扱相成候様致度依命比段及通牒候也
地方庁で保管する遺物については，先に宮内省あるいは帝国大学にその適否について判断
を仰ぐように通牒している。
このように遺失物法第13条の埋蔵物の取扱規定は従来の埋蔵物に関する規定を踏襲したう
えで，出土品の国家管理を明確化し確定させた。そして，明治32年内務省訓令とその他の複
数の訓令と通牒により地方庁あるいは帝国大学に対し具体的な行政措置を指示している。そ
こに，一貫として流れているのは，優品を収集しようとする宮内省の古墳関係出土品に対す
る行政措置の優位性を明確に示し，システムとして確定させていることはあきらかである。
また，古墳以外の出土品についても国家機関としての帝国大学による出土品の集中管理のシ
ステムを示している。
第４節 名所，旧蹟，古墳墓の保存顕彰
１．名所，旧蹟（古蹟)，古墳墓
古墳が陵墓あるいは非陵墓古墳や未選別古墳という陵墓行政上からの対象以外に，近世以
来，紀行文や地誌類にあらわれる「名所，旧蹟（古蹟)，古墳墓」という地域を体現する歴
史的景観として，あるいは歴史的な価値を有するものとして地域住民のアイデンティティと
してとらえられている。
日清戦後から日露戦争までの間に,「名所,旧蹟，古墳墓」に対する保存顕彰の動きが民間
で活発化62)し，行政サイドでも調査等の措置が行なわれ，広義の保存行政がはじまった時期
である。また，古墳だけで言えば，陵墓行政主体の古墳保存行政にあらたな歴史的価値を有
する「古墳墓」という行政対象が加わった時期である。
これらの「名所，旧蹟（古蹟)，古墳墓」の所轄官庁は内務省であった。内務省は一時期
陵墓行政も所管したが，陵墓行政が未定陵墓の調査と治定及び陵墓古墳の保全であるのに対
し,「名所，旧蹟（古蹟)，古墳墓」に対しては保存顕彰行政であった。1874年（明治７）１
月10日の「内務省職制及事務章程｣63) によれば『事務章程 第一七条 古蹟ヲ保存スル事』
とある。更に1876年（明治九）１月29日内務省の「地理寮職制及事務章程」では，下款第三
十八条に「御陵及ヒ墓地公園名所旧蹟地ノ事務ヲ処分スル」として，これ以後内務省の
『例規類纂』64) や内務省分課規程65)などからも「名所，旧蹟，古墳墓」が，所管事項であっ
たことがわかる。
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62)「古蹟保存，紀念碑建設という事大に流行し,｣『日本人』第七九号 1898年（明治31）
「古蹟保存に関する諸運動」『歴史地理』第一巻二号 1899年（明治32）
大阪府内では楠木正成関係を中心に旧蹟保存顕彰を目的に保存会が設立され，活動した。
籠谷次郎「楠公顕彰と長野地域」『河内長野市史 第三巻』2004年
63)「山中永之佑「堺県公文録（三)｣『堺研究 第７号』堺市立中央図書館 1976年
64)『例規類纂』内務省地理局編輯 1884年（明治17）７月から1888年（明治21）９月
65)「内務省分課規程改正の件」『内務省警保局文書』1913年（大正２）８月11日 国立公文書館
この「名所，旧蹟，古墳墓」を包括する統一的な用語としての「史蹟」が登場する1919年
（大正８）の史蹟名勝天然紀念物保存法の制定までは，概念が不安定なまま個々の用語が行
政上でも法令上でも使用された。
２．帝国議会による古墳墓保存建議
日清戦争の勝利後，国際社会での日本の存在が認められるようになると，ナショナリズム
の高揚により,「名所，旧蹟，古墳墓」は地域の歴史的価値を有するものから「国家の光彩」
を放つものとして認識されはじめる。そして，戦後の経済発展にともなう開発による破壊か
ら「名所，旧蹟，古墳墓」の保存顕彰を進めようと帝国議会からの働きかけが行なわれた。
特に古墳墓については，国家そのものが皇室を宗家とする一大家族であり「祖先崇拝や親
子関係を皇室・天皇と国民の関係と同視して忠と孝が一体のもの｣66) という家族国家の観念
から祖先祭祀が重要視された。このため，名所，旧蹟とは明らかに区別した中で古墳墓が取
扱われている。
1897年（明治30）３月１日第10回帝国議会で貴族院から「功臣元勲碩学鴻儒等ノ古墳墓保
護ノ建議｣67) が可決された。これに対し内閣では,「保護ノ方法ヲ確立」するための墳墓に関
する調査の予算が削除されたが，地方長官に訓令して現状調査とその保全を計らせる。また，
調査で所在地等が判明すれば，その市町村に保存させ補助金を支出するのが適当であるとの
内務省案が閣議決定された。
1899年（明治32）１月14日第13回帝国議会に同じく貴族院から天皇陵古墳以外の皇后皇子
皇孫の可能性ある古墳を保護するように「古墳墓保存ノ建議｣68) が可決された。この建議で
は，考古学の発展などで後に考証が可能になるので，民有地にある古墳を国家で買上げ保存
しなければならないとしている。その中で開発による破壊とともに，外国人による買収を懸
念し，それが「国家ノ風教ニ関スル至重ノ事」としている。
古代陵墓ノ地ヲ相スルヤ必ス清浄高燥ニシテ或ハ山ニ依リ或ハ海ニ臨メル景勝ノ地ヲ襷
ヘリ故ニ登臨游所ニ最モ適ヂタル好個ノ假山多シ是ヲ以テ外人雑居ノ日ニ至ラハ古墳墓
ノ壮大ナル者外人ノ買収占居スル所トナリ亭ヲ設ケテ游宴ノ場ト為サヽルヲ保ス可カ
ラス
また，この建議案に対する同年６月の閣議決定において内務省の意見として「他日法律案
ヲ具シテ閣議ニ提出セントス」として古墳墓に対する保存法案提出の可能性を述べている。
さらに，内閣はこの建議の内容が「国家風教上最モ必要ノコト」と認識を示した。
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66）山室信一「明治国家の制度と理念」『岩波講座 日本通史』第一七巻 1994年
67)「貴族院建議古墳墓保護ニ関スル件」『公文雑纂』国立公文書館
68)「同建議古墳保存ニ関スル件」『公文雑纂』国立公文書館
３．名所，旧蹟，古墳墓に対する行政の動き
国の保存施策としては，1897年（明治30）には古社寺保存法69)が施行された。この法律は，
我国最初の文化財保存のための法律であり，社寺が保有する建造物や美術工芸品を特別保護
建物や国宝に指定して保存金を下付すというものである。この法の根幹は美術行政を主眼と
したが，古社寺保存法の第19条に「名所旧蹟ニ関シテハ社寺ニ属セサルモノト雖仍本法ヲ準
用スルコトヲ得」と名所旧蹟について規定している。しかし，その実効性は無かったようで
あるが，法律としては最初に名所旧蹟の保存が示された。
しかし，1897年（明治30）の貴族院の建議に対する内閣閣議案の内務大臣の意見に示され
ているごとく，まず古墳墓の状況調査から始めなければならないとし，予算削減もあること
から当分地方庁による調査と保存施策をうながすことであった。
この内閣案と符号するかのように，建議後の1898年（明治31）12月20日付内務省訓令第
1104号が大阪府知事宛70)に発せられた。それは，以下のごとく府内の「名勝（旧蹟)」調査
を指示したものである。
其府管内所在ノ名勝旧蹟ニシテ史書ニ著称セラレ又ハ其風景優秀ニシテ人口膾炙シ，永
遠ニ保存スルノモノノ中ニ就キ特ニ顕著ナルモノ及ビ由緒特殊ナル社寺堂宇ノ建築ニシ
テ其年代三百年以上ヲ経過セルト認ムヘキモノ
この訓令の中で「名勝（旧蹟)」について「社寺境内，公園，古墳墓，御料地，国有林野，
その他土地ノ種類ニ拘ワラス記載スヘシ 但御陵墓之ヲ除ク」とされ，陵墓以外の古墳墓も
「名勝（旧蹟)」の対象として上げられている。
更に，1899年（明治32）１月「古墳墓保存ノ建議」が提出可決された同年，第２節で明ら
かにしたように，内務省は３月23日に遺失物法が制定されると10月26日に明治32年内務省訓
令を発した。これにより，古墳関係品その他学術技芸若しくは考古の資料となるものは宮内
省に通知するという手続きを示し，古墳出土品が同省の主管であることを明確にした。さら
に1901年（明治34）５月３日には明治34年内務省訓令を発し，古墳発掘における太政官達第
59号や宮内省達乙第３号による手続きの履行をあらためて地方庁に発している。
また，直接的な保存施策ではないが，1900年（明治33）に施行された土地収用法施行令71)
第３条では，以下のように掲げられた土地について申請地内にある場合は調書を添付するこ
とを義務づけている。
第三条 起業者カ内閣ノ認定ヲ受ケムトスル場合ニ於テ起業地内ニ左ニ掲ケタル土地
アルトキハ其ノ土地ニ関スル調書及図面ヲ申請書ニ添付スヘシ
一 御陵墓地及御料地
二 国有地
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69）法律第49号 1897年（明治30）６月５日
70)「名勝旧蹟調」『大阪府古墳墓取調書類 七』宮内庁書陵部 陵―1188
71）土地収用法施行令 勅令第99号 1900年（明治33）３月30日
三 現ニ公用ニ供スル土地
四 社寺境内地
五 名所，旧蹟及古墳墓
この内閣の認定の必要な土地の中に名所，旧蹟，古墳墓が加えられており，土地収容にお
いても特別に配慮されている。この時，明確に名所，旧蹟，古墳墓の３種に分類され行政上
の用語として使用されている。
これらの内務省訓令や土地収用法施行令における古墳や名所，旧蹟に対する措置は，1899
年（明治32）の「古墳墓保存ノ建議」が影響していることが考えられる。
４．民間による保存顕彰
日清戦争後，名所，旧蹟，古墳墓の保存活動が盛んにおこなわれるようになってきた。そ
れは，日清戦争の勝利が，いやがうえにもナショナリズムを高め，排外的な国権拡張が進め
られたことによる。
このような状況下で1900年（明治33）に帝国古蹟取調調査会が岩倉具視の古蹟保存取調の
意志を継ぐということで公爵九条道孝，伯爵土方久元を中心に設立された。この会は，会報
の発刊の辞72)によれば「歴朝聖皇の皇居，山陵，王公名士の墳墓遺跡等，すべて我国史と離
るべからざる旧址を保存顕彰するは是れ我帝室の尊厳を萬世に維持し，国家の光彩を永遠に
発揚せしむる所以なり」と保存顕彰することにより天皇と国家威信を高めようとするもので
あった。この団体は1902年（明治35）には宮内省から金千円を下賜されている。その設立の
背景は，鉄道や山野の開墾等，多くの工事による古蹟の「破壊湮滅」が進む現状に対し保存
取調を講じなければ「他日豈に陵谷の変滄桑の嘆きなからんや」としている。また，1895年
（明治27）の条約改定による治外法権撤廃で外国人の国内雑居が認められたことにより「今
後の趨勢，此等の名蹟の外人の有に帰して空しく其蹂躙する所」となり，これを保存しなけ
れば国体の威信の問題となることも主張している。
この会は,「歴朝聖皇の皇居，山陵，王公名士の墳墓遺跡」の保存は天皇及び国家の威信
の問題であり，それは国内ばかりでなく対外的にも万世一系の天皇のもとに他国に劣らない
古蹟の存在をアピールするものであるとしている。
この外国人に対する懸念は，帝国古蹟取調会が設立される前年の1899年（明治32）１月14
日の貴族院による「古墳墓保存ノ建議」でも現れている。この建議では,「外人雑居ノ日ニ
至ラハ古墳墓ノ壮大ナル者外人ノ買収占居スル所トナリ」とし，開発による破壊とともに外
国人による買収を懸念し，それが「国家ノ風教ニ関スル至重ノ事」としている。
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72)「発刊の辞」『帝国古蹟取調会〃報』第壱号 1900年（明治33）
第５節 古墳保存行政の成立期
１．｢名所，旧蹟，古墳墓」から「史蹟」
日露戦後は，日本の資本主義経済がさらに発達するが，一方で農村部は疲弊し，町村財政
が逼迫する。このような中，帝国主義列強と肩を並ぶべく国力増強のために町村財政，生活
習俗の改良を目指して，内務省官僚井上友一らを中心に地方改良運動が開始された。そして，
それは住友陽文73)によれば「国民には国家を背負ってたつ自覚を養成していく必要があり，
その教化策として有効な教育材料が史蹟や記念碑であった｡」としている。この時期，1909
年（明治42）の地方官会議で平田東助内務大臣訓示の中で「名区勝区旧蹟地ノ保存」が取り
上げられた。さらに，翌年７項目からなる「史蹟勝地及古墳ノ調査保存ニ関スル方法ノ
件｣74) について地方官会議に諮問がなされた｡『奈良県庁文書』では，法案の形式をとって
「史蹟勝地保存法案｣75) として答申している。この諮問で，行政文書上はじめて「史蹟」と
いう用語が標題として使用された。しかし，文書上「古墳」が「史蹟」と並列して使用され
ていることから，この時点での「史蹟」の用語の概念は「名所，旧蹟」を表したものである。
そして，1911年（明治44）３月11日第27回帝国議会で「史蹟及天然紀念物保存ニ関スル建
議案｣76) が貴族院に徳川頼倫，徳川達孝，田中芳雄，三宅秀らの議員が発議者となって提出
された。この建議の理由書では，まず「我邦ハ建国古ク金甌無鉄ノ国体」を有し歴史的学術
的風景的に記念となり考証の対象となるものが多いとしている。また，史蹟名勝天然記念物
対象となるものは「名木老樹竝木森林原野又ハ禽獣魚介或ハ古墳貝墟岩洞瀑布等ニシテ歴史
上著名ノ事蹟ニ関系アルモノ或ハ学術上貴重ノ資料トナルモノ」としている。ここで,「古
墳貝墟」が記念考証の対象としてあげられ，古墳も史蹟に分類されている。また，欧米の保
存施策を示し，よりグローバルな発想も交えて国家の保存義務を訴えている。この建議は，
後の史蹟名勝天然記念物保存の施策に強い影響を与えた。
この帝国議会では，さらに３月18日に衆議院で「名所旧蹟古墳墓保護ニ関スル建議｣77) が
議決された。この建議における古墳墓については「文武ノ忠臣又ハ学者ノ墳墓」とし，それ
を修復，功績表彰することが人心作興上及び教育上，さらには外国観光客への周知により国
威発揚ともなるとしている。更に３月20日には同じく衆議院で富士山周辺での電力開発，森
林破壊を憂慮し「名勝地維持保存ニ関スル建議」も議決されている。
また,「史蹟及天然紀念物保存ニ関スル建議案」を提出した徳川頼倫を会長，徳川達孝を
副会長とする史蹟名勝天然紀念物保存協会78)が1911年（大正８）12月10日に南葵文庫79)に設
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73) 住友陽文「近代日本の国民教化と文化財保存問題」『萱野三平邸の保存運動』箕面市地域史料集二
箕面市 1991年
74)「名勝旧蹟」『埼玉県文書』
75）19と同じ
76）内田英二「史跡名勝天然記念物保存法解説二」『史蹟名勝天然記念物』１―５ 史蹟名勝天然紀念
物保存協会 1926年
77)「名所旧蹟古墳墓保護ニ関スル件」『請願建議関係文書』国立公文書館
立された。そして，雑誌『史蹟名勝天然紀念物』を発刊し，史蹟名勝天然紀念物保存法制定
や普及活動などを活発に行い保存行政に大きな影響力をもった。この会は後には，内務省内
に事務局が置かれ，会長に歴代の内務大臣後が就任し，外郭団体的な性格をもった団体とな
った。
史蹟名勝天然紀念物保存法制定まで,「史蹟」と「名所，旧蹟，古墳墓」の用語は，概念
が定まらないまま使用された。
２．古墳保存行政の新たな施策
1913年（大正２）６月に内務省警保局長から東京府を除く地方長官宛に「古墳発掘ニ関ス
ル件依命通牒｣80) が通達された。通牒では「古墳発掘ニ付テハ曩ニ及通牒置候所近来宮内省
ニ申出スルコトナク往々発掘ニ従事スル場合之有」とし「未定御陵墓ノ調査上大ニ差支ヲ生
ス」として，地方庁に注意を促している。このことは, 明治34年内務省訓令以後も開発が進
み，古墳が手続き無しで発掘されることが多く，宮内省としては太政官達第59号や宮内省達
乙第３号の布達が徹底されず陵墓行政上への影響力を懸念したのではないかと考えられる。
この４年後の1917年（大正６）２月に内務省警保局長から地方長官宛に「古墳及埋蔵物ノ
発掘ニ関スル件依命通牒｣81) が通達された。この依命通牒は以下のとおり，1913年（大正２）
までの従来の訓令や依命通牒とは異なっていた。
古墳及埋蔵物ノ発掘ニ関シテハ次訓令及通牒ノ次第モ有之候得共今尚宮内省ヘ申出ツ
ルコトナクシテ密ニ古墳ノ発掘ヲ洩シ又ハ学術上ノ参考トナルヘキ埋蔵物ヲ発掘シタル
ニ拘ラス法定ノ手続ヲナサスシテ密ニ之ヲ所持若ハ処分スル等古墳ノ内容ヲ非学術的ニ
破壊スル者往々有之斯タテハ未定御陵墓ノ調査上ニ支障ヲ来スノミナラス史蹟名勝天然
紀念物等ノ保存方法ニ付目下詮議中ニ属スルヲ以テ是等調査ノ結了ヲ告ケ又ハ保存方法
ノ確立スルニ至ル迄ハ原状ノ儘存置スルノ必要アルモノモ有之既ニ一部人民中ニ於テモ
右等古墳ノ密掘並埋蔵物ノ不正処分ノ幣アルヲ認メ之ニ対スル防止方第三十七議会ヘ請
願シタル向アリ旁ヽ一層取締ヲ要スヘキ義ト被存候条相当御注意相成様致度尚今後古墳
又ハ古墳ト認ムヘキ場所ノ発掘ヲ企画シ若ハ学術技芸考古ノ資料トナルヘキ埋蔵物ヲ発
見シタル者アルトキハ既訓令並通牒ノ趣旨ニ依リ夫々手続ヲ為サシムル様特ニ御配慮相
煩度
追テ本件古墳ノ密掘及密売等防止ニ関スル従来ノ御措置振承知致度候
古墳及び埋蔵品に関する無届での発掘について「未定御陵墓ノ調査上支障ヲ来タス」とい
う従来の陵墓行政上の理由だけでなく，宮内省あるいは無届の発掘や盗掘（密掘）を取り締
まる側の内務省が新たな行政措置の方向性を示した。
制度としての近代古墳保存行政の成立 175
78)「故徳川公爵保存事業年表」『史蹟名勝天然紀念物』１―５ 史蹟名勝天然紀念物保存協会 1926年
79）徳川頼倫によって設立された私立図書館，明治後期から1924年（大正13）まで開館。
80)「古墳発掘ニ関スル件」『内務省警保局文書』国立公文書館
81)「古墳発掘並埋蔵物処分に関する請願（閣議案)｣『内務省警保局文書』国立公文書館
一つは古墳に対する措置が「史蹟名勝天然紀念物等ノ保存方法」という新たな概念あるい
は位置づけによって保存しようと検討されていることである。これは，前述のように日清戦
争以後の史蹟保存顕彰の機運がたかまり，古墳保存の施策に現れてきた結果である。特に
1911年（明治44）の第28回帝国議会の貴族院に「史蹟及天然紀念物保存ニ関スル建議」が提
出，議決された後，国においても立法措置等，保存が講じられることが決まったためである。
また，この依命通牒に示された「密掘並埋蔵物ノ不正処分」に対する取締の強化は，第三
十七回帝国議会での請願82)が端緒となっている。この請願とは,「古墳ノ発掘ト埋蔵物ノ処
分ニ関スル請願」で大阪毎日新聞社長本山彦一83)から衆議院に提出されたものである。その
内容は,「現行法令改定ノ必要」｢現行法令ノ弊害」｢現行法令改正ト其希望」の３項目から
なっている。現行の太政官達第59号や宮内省達乙第３号は，歴代陵墓のほとんどが判明して
きた以上，必要を認められない。また, 明治34年内務省訓令はその繰り返しであると主張し，
古墳所有者の私権行使を規制するならすべての古墳を買い上げるべきであると主張する。ま
た，埋蔵物についても出土品の所有権を博物館や帝国大学が独占すべきでない。考古学研究
の自由を犯し，盗掘や出土品の密売を助長して非科学的破壊を進めるだけであり，現行法令
を改正すべきとの主張であった。これに対し内務省は閣議案の中で，現行法令改正の改正に
ついては，現在「史蹟（古墳ヲ含ム）名勝天然記念物ノ保存ニ付キテハ目下其ノ方法ニ付調
査中」であり，その方法が確立するまでは，現状のまま保存する必要がある。また，すべて
の古墳の買い上げは非現実的であるとしている。埋蔵物については遺失物法第13条で学術研
究資料の必要性を認めているとして，現行法令の改正は必要なしと内閣に閣議案を提出し
「請議ノ通」として了承された。
しかし，この請願が内務省通牒の内容まで左右されたことは特筆すべきである。やはり，
請願者である山本彦一の影響力によるものと推測される。彼が大阪毎日新聞社長であるとと
もに東京日日新聞社長という立場，政界や考古学や人類学の学会とのつながりを考えれば，
国としても安易な対応ができなかったものと思われる。
その後，本山彦一は1923年（大正12）２月の第46回帝国議会にも同様の請願を提出し，衆
議院，貴族院で「願意ノ大体ハ採択スエキモノ」と議決している。このことは，史蹟名勝天
然紀念物保存法が制定されても，なんら古墳に対する行政側の施策に目新しいものがなかっ
たとの認識で請願が繰り返されたと推測される。
しかし，この1917年（大正６）の依命通牒は，陵墓行政からのみであった古墳保存行政に，
新たに「史蹟」という国家的位置づけがはじめて示されものとして重要な通牒である。
３．史蹟名勝天然紀念物保存法の制定と古墳保存行政
前述のように古墳に対し陵墓関係以外で「史蹟」という新たな国家的位置づけを法令上確
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82）81に同じ
83）本山彦一 1853年～1932年『松陰本山彦一翁』大阪毎日新聞社・東京日日新聞社 1937年12月
定したのが，1919年（大正８）の史蹟名勝天然紀念物保存法の制定である。この法の制定後，
現在の文化財保護法による指定基準にあたる史蹟名勝天然紀念物保存要目84)（以下 保存要
目と略す｡）が定められた。これは，指定し保存する種類を示しており史蹟については次の
ように分類された。
史蹟ニシテ保存スヘシト認ムヘキモノ左ノ如シ
一 都城阯，都阯，行宮阯其ノ他皇室ニ關係深キ史蹟
二 社寺ノ阯跡及祭祀信仰ニ関スル史蹟ニシテ重要ナルモノ
三 古墳及著名ナル人物ノ墓竝碑
四 古城阯，城砦，防壘，古戦場，國郡廳阯其ノ他政治軍事ニ關係深キ史蹟
五 政廟，國學，學，藩學，文庫又ハ是等ノ阯其ノ他教育，學藝ニ關係深キ史蹟
六 藥園阯，悲田院阯其ノ他社會事業ニ關係アル史蹟
七 古關阯，一里塚，窯阯，市場阯其ノ他産業交通土木等ニ關スル史蹟
八 由緒アル舊宅，苑池，井泉，樹石ノ類
九 貝塚，遺物包含地，神籠石其ノ他人類學考古學上ニ重要ナル遺蹟
十 外國及外國人ニ關係アル重要ナル史蹟
十一重要ナル傳説地
古墳は，この史蹟を構成する種類の第三番目「三 古墳及著名ナル人物ノ墓竝碑」に分類
されている。その理由85)は，一つが，万世一系の天皇を戴く国民道徳としての祖先崇拝上か
ら墳墓を守ることであり，陵墓以外を史蹟として保存しようとするものである。二つ目は，
天皇と関係ある歴史上重要なる人物や貴族の墓であったりし，古代天皇家の勢力を示す記念
物として保存するというものである。そして，三つ目は，古墳が歴史研究上，多くの貴重な
資料を包蔵するものとして考古学上の対象として保存しようとするものである。さらに，こ
の三つ目の理由から考古学上の対象としては，保存要目の第九番目「九 貝塚，遺物包含地，
神籠石其ノ他人類學考古學上ニ重要ナル遺蹟」にも分類されている。
つまり，古墳を史蹟として指定する場合は保存要目三か九に該当するものとして指定した。
もちろんこの場合は，非陵墓古墳しか指定できないはずであるが，現実的には非陵墓古墳と
認定された古墳は，古墳総数から言ってもわずかであることから，未選別古墳も対象となる。
この結果，大塚古墳（河内大塚山古墳)86) のように史蹟指定されてから陵墓参考地に選定さ
れる古墳もあらわれた。
史蹟名勝天然紀念物保存法が制定され，従来の古墳の発掘や発見に対する手続きが太政官
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84）1920年（大正９）１月31日決定
85）山口鋭之介「古墳保存の必要」『史蹟名勝天然記念物』第一巻七号 史蹟名勝天然紀念物保存協会
1915年（大正４）
内田英二「史跡名勝天然記念物保存法解説九」『史蹟名勝天然記念物』第10集 史蹟名勝天然紀念
物保存協会 1935年（昭和10）
86）1921年（大正10）３月３日史蹟指定，1925年（大正14）９月21日に陵墓参考地
達第59号や宮内省達乙第３号, 明治34年内務省訓令によるだけでなく，新たに発掘に関して
は史蹟名勝天然紀念物保存法施行令87)，新規発見に関しては史蹟名勝天然紀念物保存法施行
規則88) の中で手続きが規定された。
史蹟名勝天然紀念物保存法施行令は，第三条第１項で「史蹟名勝天然紀念物保存法第二条
ノ規定ニ依リ古墳ヲ発掘スル場合ニ於テハ当該吏員ハ地方長官ヲ経由シ内務大臣ノ認可ヲ受
クヘシ」とし，吏員による指定の為の職権による事前調査，所有者による現状変更，行政庁
による指定の為の事前事後調査に関しては，宮内大臣及び内務大臣の認可制89)を必要として
いる。やはり，古墳行政は陵墓行政を抜きに進めることはできず，史蹟行政における古墳指
定についても宮内省との２面行政は避けて通ることはできなかったようである。
また，史蹟名勝天然紀念物保存法施行規則では第４条で新規発見について以下のように規
定された。
土地ノ所有者，管理者又ハ占有者古墳又ハ旧跡と認ムベキモノヲ発見シタルトキハ其ノ
現状ヲ変更スルコトナク発掘ノ日ヨリ十日以内ニ左ノ事項ヲ具シテ地方長官ニ申告スベ
シ
一 発見ノ年月日
二 所在地
三 現状
従前の「達」や「訓令」に比べて，行政手続き期間などの内容が明確に示されている。
このような史蹟名勝天然紀念物保存法の制定は，古墳の新たな保存顕彰の国家的位置づけ
を示したが，古墳行政における行政手続きについては，さらに煩雑なものとなった。つまり，
古墳の新規発見にしても，法令的には太政官達第59号や宮内省達乙第３号, 明治34年内務省
訓令に示された手続きと史蹟名勝天然紀念物保存法施行規則の手続きが必要となったのであ
る。これに，出土遺物が伴う発掘が生じれば，さらに遺失物法第13条或いは明治32年内務省
訓令による手続きが伴うことになる。先の1917年（大正６）２月内務省警保局長の通牒にお
いても「既訓令並通牒ノ趣旨ニ依リ夫々手続ヲ為サシムル様特ニ御配慮相煩度」としている。
古墳行政は複数の法令の存在によって進められていったが，手続きの煩雑さを招き，その
煩雑さからますます手続きを経ない発掘や出土遺物の消失に拍車をかけたとも考えられる。
そして，直接法令内容を執行する地方庁の事務量を増加させ，一つの法令に基づく手続きし
かなされていなのが実態90)ではなかろうか。
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87）勅令499号 1919年（大正８）12月29日
88）内務省令第27号 1919年（大正８）12月29日
89）内務大臣及び宮内大臣の認可制は，1931年（昭和６）の改正（勅令第240号）により宮内大臣への
事前協議制となった。
90）拙稿「大師山古墳の発見と顕彰」『桃山学院大学総合研究所紀要』31－3 2006年
ま と め
古墳保存行政の成立過程を1868年（明治元）から1919年（大正８）までを大きく形成期，
確定期，成立期の３期に画した。それぞれぞれの各期の状況をまとめてみたい。
形成期
古墳保存行政は，日本の対外拡張政策が戦争という形で最初あらわれた日清戦争までは形
成期であった。古墳保存行政は陵墓行政における陵墓治定特に天皇陵の治定を最優先にして
進められた。それは，伊藤博文の意見に見られるように，条約改正における対外的な国家威
信の問題として，すべての天皇陵の治定を急いだのである。そして，1889年（明治22）の崇
峻天皇陵の改定をもって天皇陵の治定は終わった。この時期までの陵墓治定においては1889
年（明治12）を中心に春日宮天皇皇妃吉隠陵や桓武天皇皇后高畠陵，日本武尊野襃野陵など
の改定あるいは春日大娘皇后陵や五十瓊敷入彦命玉田山墓の取消が行われるなど再考される
陵墓があり，絶対的なものではなかった。しかし，1889年以降は陵墓の改定取消しはなく絶
対的な陵墓行政が行われた。
一方，陵墓以外の古墳については, 太政官達第59号や宮内省達乙第３号によって未選別古
墳に含まれていると思われる陵墓を保存する為の行政措置を示した。そして，宮内省による
古墳出土品についての独占的収集システムも立ち上げられた。
確立期
日清戦後から日露戦争までは，はじめての対外戦争勝利による資本主義の発達による開発
が進み未選別古墳の破壊が進んだ。そして，日清戦争の勝利が，いやがうえにもナショナリ
ズムを高め，帝国主義化とともに排外的な国権拡張が進められた。それに伴い，有識者の中
から伝統的な「名所，旧蹟，古墳墓」は「国家の光彩」を放つものとして保存すべきもので
あるとの運動が展開され，政府も動き出した。つまり古墳に対し陵墓行政とは異にする方向
でも行政が保存措置を講じはじめた。
また，未選別古墳に対する保存措置に対しては太政官達第59号や宮内省達乙第３号の手続
き励行を促す明治34年内務省訓令が出され，内務行政からの古墳保存行政への強化が図られ
はじめた。更に遺失物法の制定とその手続きを促す明治32年内務省訓令による古墳出土品の
宮内省独占を法令的に強化させた時期でもある。
成立期
日露戦争の勝利は，日本の資本主義経済を進展させる一方で農村社会を疲弊させた。その
ような中で開発は更に拍車がかかり，陵墓以外の古墳は消失の危機に向かっていった。
確立期で使用されていた「名所，旧蹟，古墳墓」にかわり史蹟という用語が用いられるよ
うになり，さらに名勝，天然記念物の用語も加わり，包括的な用語として「史蹟名勝天然紀
念物」が使用されるようになった。古墳はその史蹟を構成する要素の一つと位置づけられた。
これらの保存について内務省が地方長官会議や訓令，通牒により史蹟保存行政を進めるよう
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に警察，地方庁を指導し，地方庁では史蹟調査会や補助金支出などに関する法令が制定され
た。また，この成立期は，日本が対外的にも東アジアに積極的に進出し日韓併合と満州経営
に乗り出した時期でもある。この植民地統治においても，史蹟（古蹟）保存が唱えられ，最
初の法令91)が制定された。特に朝鮮における古墳に対する施策は，日本人による古墳遺物の
略奪隠蔽と植民地を正当化する「任那日本府」等の「記紀」記事の立証などに利用された。
こうして，1919年（大正８）史蹟名勝天然紀念物保存法が制定されたことにより，陵墓古墳
という国家祭祀の伴う最高の祖先崇拝対象と位置づけられた古墳以外に，新たな内務行政に
よる史蹟指定古墳という国家にとって歴史的資源であり威信財，国民教化の教育資源に位置
づけられた古墳の出現であった。このことから，日本における古墳保存行政は，1950年の文
化財保護法の制定まで陵墓行政と史蹟行政という２面行政が行われた。
しかし，古墳保存行政は，太政官達第59号や宮内省達乙第３号が終始，基本法令として位
置づけられていることからみても，実態は決して２面行政ではなく陵墓行政を上位とする一
連のものであった。
そして，陵墓（陵墓参考地も含む）でもなく史蹟指定もされていない大部分の中小の古墳
は，帝室博物館の目を引く「珍希なもの」を出土92)しない限り，あるいは国家レベルでの土
木工事や建設工事93)の範囲に含まれないかぎり，存在の記録もなく消えていった。
近代の古墳保存行政では，第一に近代天皇制国家という枠組みに必要不可分な陵墓古墳と
いう国家祭祀の伴う天皇家という最高の祖先崇拝対象と位置づけられる古墳を選別し保存
（調査・治定）行政を行った。次に史蹟指定古墳という国家にとって歴史的資源であり威信
財，国民教化の教育資源という位置づけられる古墳を選別し保存行政を行った。これらの選
別からはずれた古墳の行政による保存措置は，1950年の文化財保護法の制定まで待たなけれ
ばならなかった。
一方，すべての古墳出土遺物については，中央収奪行政が展開され，宮内省が必要ないと
判断したものや地方庁94)が提出を拒んだものだけが郷土資料として地域に残された。
最後に
筆者は，近代において考古学という学問の対象である遺跡遺物あるいは文化財95)が保存行
政という作用によって国家の枠組み＝近代天皇制国家に取り込まれてゆく歴史的過程と，地
域社会における個々の遺跡遺物あるいは文化財の存在意義について研究しようとしている。
今回の小論では，近代における古墳保存行政の成立過程を明らかにすることをめざした。
そのため，史蹟名勝天然紀念物保存法制定以後の保存行政の展開や具体的な地域における古
墳保存行政の実態及び植民地における古墳保存行政の成立過程については稿をあらためたい
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91）90に同じ。帝室博物館による「珍稀なもの」という選別的遺物の収奪が行われる。
92） たとえば，1942年（昭和17）の現宮崎県東諸県郡国富町での六野原陸軍飛行場建設による六野原
古墳群の移転（改葬）『古墳調査復命書』宮内庁書陵部
93）13に同じ
と考えている。
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参考 古墳保存行政主要関係年表
1871（明治４） ５月23日 太政官布告 太政官 古器旧物保存方
1872（明治５） ３月14日 教部省設置
1874（明治７） ５月２日 太政官達第59号 太政官 古墳発見ノ節届出方
1874（明治７） ８月３日 教部省に陵墓事務を主管する諸陵掛を置く
1876（明治９） ４月19日 太政官布告第56号 太政官 遺失物取扱規則
1877（明治10） １月11日 教部省廃止に伴い内務省陵墓事務を主管
1877（明治10） ９月27日 太政官布達甲20号 内務省 埋蔵物掘リ得ル者処分ノ儀
1878（明治11） ２月８日 宮内省が陵墓事務を主管
1878（明治11） ６月24日 太政官達第25号 太政官 今般御陵墓地所轄宮内省ヘ被属候
1880（明治13） 11月15日 宮内省達乙第３号 宮内省 人民私有地内古墳等発見ノ節届出方
1881（明治14） ７月22日 宮内省陵第533号 宮内省 各府県下古墳ヨリ古器物発見
1882（明治15） ８月８日 宮内省
他日考証トナルヘキ古墳ハ御陵墓見込
地ト定メ宮内省ノ所轄トナス
1892（明治25） 11月７日 宮崎県令第62号 宮崎県 宮崎県古墳古物等取締規則
1894（明治27） ８月１日 日清戦争開戦
1895（明治28） ４月17日 日清戦争講和
1897（明治30） ３月１日 貴族院
功臣元勲碩学鴻儒貴等ノ古墳墓保護ノ
建議
1897（明治30） 古社寺保存法
1899（明治32） ３月24日 法律第87号 遺失物法
1899（明治32） ６月26日 貴族院 古墳墓保存ノ建議
1899（明治32） 10月26日 内務省訓令第985号 内務省
遺失物法第十三條ニ依リ學術技藝若ハ
考古ノ資料ト為ルベキ埋蔵物ノ取扱ニ
関スル件
1899（明治32） 11月４日 勅令第424号 埋蔵物譲渡に関する随意契約特例
1901（明治34） ４月１日 内務省訓令第221号 内務省
埋蔵物中参考トシテ庁府県ニ保存スル
場合ニ於ケル取扱方ニ関スル件訓令
1901（明治34） ４月１日 内務省熊甲第７号 内務省警保局長
埋蔵物中参考トシテ庁府県ニ保存スル
場合ニ於ケル取扱ノ件ニ関依命通牒
1901（明治34） ５月３日 内務省甲第17号 内務省警保局長 古墳発掘手続ノ件依命通牒
1901（明治34） 11月24日 内務省地第1339号 内務省警保局長
古墳又ハ古墳ト認ムヘキ箇所ヲ帝国大
學ニ於テ発掘ノ件依命通牒
1904（明治37） ２月８日 日露戦争開戦
1905（明治38） ９月５日 日露戦争講和
1908（明治41） ８月６日 内務省訓令第655号 内務省
埋蔵物発掘ニ際シ東京帝国大學職員携
帯帰学ノ件訓令
1908（明治41） ８月６日 内務省東巳第11号 内務省警保局長
東京帝国大職員発掘ニ係ル埋蔵物取扱
方
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1909（明治42） 地方長官会議
平田東助内務大
臣
名区勝区旧蹟地ノ保存
1910（明治43） ７月25日 地方長官会議 内務省宗教局長
史蹟勝地及び古墳ノ調査保存ニ関スル
方法ノ件
1911（明治44） ３月11日 貴族院 史蹟名勝天然紀念物保存ニ関スル建議
1911（明治44） ３月18日 衆議院 名所旧蹟古墳墓保護ニ関スル建議
1911（明治44） ４月14日 千葉県令第34号 千葉県 千葉県名勝旧蹟保存規程
1913（大正２） ６月11日 内務省警第2653号 内務省警保局長 古墳発掘ニ関スル件依命通牒
1913（大正２） ７月28日 奈良県訓令第53号 奈良県 奈良県史蹟勝地調査会規則
1914（大正３） ７月28日 第１次世界大戦開戦
1915（大正４） ２月11日 鳥取県令第５号 鳥取県 鳥取県古墳ニ関スル規程
1915（大正４） ５月20日 大阪府訓令第10号 大阪府 大阪府史蹟調査委員会規則
1915（大正４） ５月21日 愛媛県訓令第19号 愛媛県
「史蹟勝地古墳墓其他由緒アル天然記
念物等」の救済
1915（大正４） 12月10日 熊本県令第25号 熊本県
熊本県 名勝，旧蹟，古墳墓，天念紀
念物ニ関スル規程
1916（大正５） ６月 神奈川県 神奈川県 神奈川県名勝旧蹟保存費補助規程
1916（大正５） ７月 鹿児島県
鹿児島県史蹟名勝天然紀念物調査会規
則
1916（大正５） ７月４日 朝鮮総督府令第52号 朝鮮総督府 古蹟及遺物保存規則
1916（大正５） ７月４日
朝鮮総督府訓令第29
号
朝鮮総督府 古蹟調査委員会規程
1916（大正５） 12月２日 関東都督府令第34号 関東都督府 古蹟保存規則
1917（大正６） ２月６日 三重県令第２号 三重県 三重県名勝旧蹟保存費補助規程
1917（大正６） ２月20日
内務省五衆警第２号
ノ内
内務省警保局長 古墳及び埋蔵物発掘ニ関スル件
1917（大正６） 福井県 福井県史蹟勝地調査職員設置規程
1918（大正７） 10月26日 東京府布告 東京府 史的紀念物天然紀念物勝地保存心得
1918（大正７） 11月11日 第１次世界大戦終結
1919（大正８） ４月10日 史蹟名勝天然紀念物保存法
＊本表では古墳保存行政及び史蹟行政関係の法令等を抽出した。しかし，地方庁関係の法令は参考程度で，
精査中である。
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Establishment of the Modern Administration for
Preservation of Mounded tomb as an Institution
Masahiko OTANI
This paper discussed about, how the modern Japanese Government established the Protection
of Mounded tomb system through enactment of the law.
The Modern Protection of Mounded tomb system was divided into three stages by the law.
The following results were,
1. Formation Stage (19681894), this period begins with Meiji Restoration to the Sino-Japanese
War.
The Government prescribed the Tomb of the emperor, uncertain 13th Tomb of the emperor,
and focus was Tombs of the emperor and imperial family system.
2. Development Stage (18951904), this period begins with the Sino-Japanese War to the Russo-
Japanese War. The Tombs of the emperor and imperial family system had an effect on a cam-
paign for the Preservation of Mounded tomb by Civilian research group, was begun to carry out
another way.
3. Establishment Stage (19051919), this period begin with Russo-Japanese War to enacted Act
of Preservation of Historic site, Scenic beauty and Natural monument, 1919.
The Modern Protection of Mounded tomb system determined the new line, was effected by es-
tablishment of the Modern Emperor Nation system, raised Nationalism and imperialism.
The Modern protection of Mounded tomb system had two-way government, Tombs of the em-
peror aud imperial family system and Scenic beauty system, until the Act of Protection of cultural
property was established 1950.
I declared that a number of the Tomb, out of government subject, was disregarded by the
Imperial Household Agency, they were paid attention to only the Tombs of the emperor aud im-
perial family system.
